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 近年, 想定外の豪雨が発生し, 全国で土砂災害が発生している. 物部川流域では, 西日本豪雨

があった 2018 年の方が年積算降水量は多いが, 2019 年に多くの斜面崩壊が発生したことが明ら

かになっている. 本研究では降水量に着目し空間的により詳細な降水量を用いて物部川流域に

おける斜面崩壊の発生件数が 2018 年より 2019 年に多く発生した原因を推定することを目的と

する. 解析雨量データを用いて, 斜面崩壊発生箇所と流域界ごとに土砂災害危険度判定を用い

た比較を行った. その結果どちらも 2019 年より 2018 年のほうが土砂災害危険度判定の高いラ

ンクを記録しており, 2018 年より 2019 年に斜面崩壊が多く発生した原因は推測できなかった.  
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1. はじめに 

 近年, 毎年のように想定外の豪雨が発生し, 全国

で土砂災害が発生している. 

 都藤 1)は, 衛星画像を用いて物部川流域における

斜面崩壊の発生年を特定し, 面積, 推定土砂生産量

を得た. 都藤の研究では大栃の年積算降水量が用い

られた. 物部川流域では, 西日本豪雨があった 2018

の方が年積算降水量は多いが, 2019 年に多くの斜面

崩壊が発生したことが明らかになった. 降水量だけ

ではなく傾斜角や地質なども斜面崩壊発生の要因と

して考えられるが, 本研究では降水量に着目し空間

的により詳細な降水量を用いて物部川流域における

斜面崩壊の発生件数が 2018 年より 2019 年に多く

発生した原因を推定することを目的とする 

2. 手法 

(1)対象期間と対象地域, 使用データ 

物部川流域を対象地域とし, 対象期間は 2018 年

~2019 年の 2 年間とした.気象庁提供の解析雨量デ

ータ, 都藤 1)提供の斜面崩壊発生箇所のデータ, 流

域界・非集水域データ 2)を使用した. 

解析雨量とは気象レーダの観測データと全国の雨

量計のデータを組み合わせて、1 時間の降水量分布

を1km四方の細かさで解析したものである.3)本研究

では 60 分雨量を使用する. 斜面崩壊発生箇所と発

生年を図-1 に示した. 

図-1 斜面崩壊発生箇所と発生年 1)4) 
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発生年ごとの斜面崩壊箇所と箇所数を表-1 に示し

た. また 2019 年の崩壊について検討をするため, 

2019 年の崩壊についてわかっている範囲での詳細

な期間と発生箇所数について表-2 に示した. 

表-1 発生年ごとの発生箇所数 1) 

 
 

表-2 2019 年の発生期間と箇所数 1) 

 
 

流域界・非集水域を図-2 に示した. ポイントは, 物

部川流域における斜面崩壊発生箇所を示している. 

 
図-2 物部川流域の斜面崩壊箇所を含む流域界 2)3) 

 

(2)研究の流れ 

五十嵐ら 5)は, 土砂災害雨量指数と土砂災害危険

度判定という指標を作成した. 土砂災害雨量指数は

土壌雨量指数第 1 タンクの貯留高と 60 分累加雨量

の積算値である. 土砂災害危険度判定は, 土砂災害

雨量指数と 60 分累加雨量を組み合わせたものであ

る. 表-3 に五十嵐らが定めた閾値とランクを示した. 

ランクが上がるにつれて, 土砂災害の発生確率が高

くなる. さらに五十嵐らは九州北部や広島で土砂災

害危険度判定を行い判定の評価を行った. その際の

土砂災害の捕捉率 6)は見逃しがあるものの 80%と高

いということが明らかとなった. 

表-3 土砂災害危険度判定のランク 5) 

 
 

 土壌雨量指数とは, 降った雨による土砂災害危険

度の高まりを把握するための指標であり「タンクモ

デル」を使用して計算する.7) 土壌雨量指数を計算す

る際に使用する「タンクモデル」のパラメータは全

国共通である.  

タンクモデルと土壌雨量指数のパラメータを図-

37)に示した. 第 1 タンクの貯留高は降水量から表

面流出量と第 2 タンクへの浸透量を引いたものであ

る. 第 2 タンクの貯留高は第 1 タンクの浸透量から

表層浸透流出量と第 3 タンクへの浸透量を引いたも

のである. 第 3 タンクの貯留高は第 2 タンクの浸透

量から地下水流出量と浸透量を引いたものである. 

 

図-3 タンクモデルと各パラメータ 7) 

 

本研究ではタンクモデルのパラメータが全国共通で

あり物部川流域にも用いることが可能であること, 

土砂災害の捕捉率が高く有効な方法であることの 2

つの理由から, 五十嵐らの研究に用いられた土砂災

害危険度判定を用いて検討を行う.  
 

(3)土砂災害危険度判定を用いた検討 

a)斜面崩壊発生箇所を用いた検討 

 五十嵐らの研究と同様に、斜面崩壊発生箇所ごと

に, 表-３に示した閾値とランクを用いて土砂災害

危険度判定を行う. また五十嵐らの研究では長期的

な降雨による土砂災害については, 見逃しが発生し

ていると課題が挙げられていたため, タンクモデル

における第 1 タンクの貯留高だけではなく, 第 2 タ
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ンクの貯留高, 第 3 タンクの貯留高についても特徴

がみられないか比較を行う.  

さらに期間中に第 1 タンクの貯留高が最大となっ

た時刻から前後 12 時間の降水量を横軸に, それぞ

れのタンクの貯留高の値を縦軸に設定した散布図を

作成し土砂災害危険度判定のランクの推移の比較を

行う. 

b) 流域界を用いた検討 

 流域界のポリゴンデータと解析雨量データを用

いて、各流域界ポリゴン内の総雨量と平均雨量を求

める. 求めた平均雨量を用いて斜面崩壊箇所を含む

流域界ポリゴンごとに, 斜面崩壊箇所と同様に土砂

災害危険度判定を行う. さらに散布図を作成し土砂

災害危険度判定のランクの推移の比較を行う. 

3. 結果と考察 

(1) 斜面崩壊発生箇所を用いた検討 

2018 年の西日本豪雨の期間は 6 月 28 日から 7 月

8 日の 11 日間である. 2019 年 2 月 13 日から 5 月 24

日の期間に斜面崩壊が発生した 15 箇所のうち, に

おいて第1タンクの貯留高が最大となったのは, 5月

20 日の 23 時であった. 第 1 タンクの貯留高が最大

となった前後の期間が 2018 年の西日本豪雨の期間

と同様になるように 2019 年 5 月 13 日から 5 月 24

日で比較を行った. 

図-1 において二重丸で示した斜面崩壊発生箇所

における, それぞれの期間の第 1 タンクの貯留高

(S1), 第 2 タンクの貯留高(S2), 第 3 タンクの貯留

高(S3), 土壌雨量指数(S), 土砂災害雨量指数(D)を

図-4, 図-5 に示した.  

 2019 年には急激な降雨はみられたが, 2018 年の

ほうが降水量は多く土砂災害危険度判定についても

2018年のほうが高いランクを記録した. また第 2タ

ンクの貯留高, 第 3 タンクの貯留高についても比較

を行ったが, 2018 年の連続での降雨の時間が 108 時

間, 2019 年の連続での降雨の時間が 26 時間と今回

の比較の期間では, 2018 年のほうが長期の降雨であ

ったため 2019 年に斜面崩壊が発生するような特徴

はみられなかった. 他の斜面崩壊発生箇所について

も同様の結果であった. 

 2019 年に斜面崩壊が発生した箇所が多かったが, 

五十嵐らの判定基準を用いると 2019年より 2018に

土砂災害が発生する可能性が高かったということが

明らかになった. 

 

図-4 1 つの斜面崩壊発生箇所における 
2018 年 6 月 28 日~7 月 8 日の 
土壌雨量指数の時系列変化 

 

図-5 1 つの斜面崩壊発生箇所における 
  2019 年 5 月 13 日~5 月 24 日の 
土壌雨量指数の時系列変化 

 

 土砂災害危険度判定を縦軸, 降水量を横軸に設定

した散布図を図-6 に示した. 期間は 2018 年が 7 月

5 日 11 時から 7 月 6 日 11 時, 2019 年が 5 月 24 日

11時から 5月 25日 11時である. 点はある時刻の降

水量と土砂災害雨量指数を示している. 線は土砂災

害危険度判定に用いられるランクの閾値を示してい

る. 

 

図-6 1 つの斜面崩壊発生箇所における降水量と 
土砂災害雨量指数の散布図 

 

 図-6 から 2018 年は連続して土砂災害危険度判定

のランク 1 以上を記録したが, 2019 年はランク 1 未

満で推移した.  

他の斜面崩壊発生箇所では, 2018 年の斜面崩壊発

生箇所の中にはランク 6 以上を記録した斜面崩壊発

生箇所もみられた. 一方, 2019 年は土砂災害危険度

判定のランクが 1 未満でしか推移しない斜面崩壊発

生箇所が多くみられた . 連続的な推移をみても
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2019 年より, 2018 年は土砂災害が発生する可能性

が高い時間が続いていたということが明らかになっ

た. 

(2)流域界を用いた検討 

図-4, 図-5 で示した斜面崩壊発生箇所を含む流域

界の土壌雨量指数などの時系列変化を図-7, 図-8 に

示した. 斜面崩壊発生箇所で比較を行った期間と同

様の期間で比較を行った. 降水量を平均化したため, 

全体の数値は小さくなったが斜面崩壊発生箇所で比

較を行った時と同様で, 2018 年のほうが高いランク

を記録した. 

 
図-7 図-4 の斜面崩壊発生箇所を含む流域界に 

おける 2018 年 6 月 28 日~7 月 8 日の 
土壌雨量指数の時系列変化 

 
図-8 図-5 の斜面崩壊発生箇所を含む流域界に 

おける 2019 年 5 月 13 日~5 月 24 日の 
土壌雨量指数の時系列変化 

 

土砂災害危険度判定を縦軸, 降水量を横軸に設定し

た散布図を図-9 に示した. 

 

図-9 図-4,図-5 の斜面崩壊発生箇所を含む流域に 
おける降水量と土砂災害雨量指数の散布図 

 

散布図でも降水量の値が小さくなりどちらの年も

土砂災害危険度判定のランクは 1 未満を記録した. 

しかし 2018 年のほうが全体的に大きな値を記録し

た. 他のポリゴンではランク 1 以上を記録したもの

もあったが, 2018年が全体的に大きな値を記録した. 

2019 年に流域単位で多くの雨が降ったから斜面崩

壊が多く発生したわけではないということが明らか

になった. 

4. まとめ 

解析雨量データを用いて, 斜面崩壊発生箇所ごと

に土砂災害危険度判定と散布図を用いて比較を行っ

た. 2018 年のほうが土砂災害危険度判定の高いラン

クを記録しており, 2019 年に斜面崩壊が多く発生し

たと原因と考えられそうな特徴は得られなかった. 

同様にして斜面崩壊発生箇所を含む流域界ごとに, 

判定を行ったが特徴は得られず, 2018 年より 2019

年に斜面崩壊が多く発生した原因は推測できなかっ

た. 

今回の比較では, 11 日間という短期間での比較か

ら 2 月 13 日から 5 月 24 日といった数か月間での比

較を行った. 降水量を用いて原因を推測するために

は台風など他の豪雨の影響も考慮し, 数年間などさ

らに長期での比較を行う必要があると考える. 
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